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１．平成20年度決算 

損益概況 

経常利益 
有価証券関係損失、および与信
費用の増加により減益 

経常利益 
有価証券関係損失、および与信
費用の増加により減益 

コア業務純益 
経費は減少したものの、業務粗
利益の減少により減益   

コア業務純益 
経費は減少したものの、業務粗
利益の減少により減益   
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資金利益 
貸出金利息は増加したものの、
有価証券利息配当金の減少によ
り減益 
  

資金利益 
貸出金利息は増加したものの、
有価証券利息配当金の減少によ
り減益 
  

当期純利益 
４年ぶりの減益 

当期純利益 
４年ぶりの減益 

役務取引等利益 
預り資産関連手数料が伸び悩ん
だことなどにより減益 

役務取引等利益 
預り資産関連手数料が伸び悩ん
だことなどにより減益 

(単位：億円、％)

増減額 増減率

872 780 ▲   92 ▲  10.5

資 金 利 益 780 762 ▲   18 ▲   2.2

役 務 取 引 等 利 益 101 93 ▲    8 ▲   8.2

国 債 等 債 券 損 益 ▲    12 ▲    80 ▲   68

外国為替売買損益 ▲     1 2 3

593 572 ▲   21 ▲   3.5

279 208 ▲   71 ▲  25.4

［ ］ [ 291 ] [ 288 ] [ ▲    3 ] [ ▲   1.1 ]

▲    18 27 45

297 181 ▲  116 ▲  39.1

▲    98 ▲    54 44

株 式 等 関 係 損 益 4 105 101

不良債権処理損失 102 146 44

198 126 ▲   72 ▲  36.2

0 0 0

4 7 3

72 42 ▲   30

122 77 ▲   45 ▲  36.7

84 173 89与 信 費 用

経 費

特 別 損 失

当 期 純 利 益

法人税、住民税等（調整額含む）

経 常 利 益

特 別 利 益

業 務 純 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

コ ア 業 務 純 益

一般貸倒引当金繰入額

業 務 粗 利 益

前年度比
19年度 20年度

臨 時 損 益



１．平成20年度決算 

主要勘定・利回・利鞘 
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(単位：億円、％) (単位：％)

増減率 増減

30,822 32,600 5.8 2.04 1.96 ▲ 0.08

30,822 32,600 5.8  2.04  1.96 ▲ 0.08

事 業 性 貸 出 18,001 18,669 3.7 事 業 性 貸 出 1.97 1.90 ▲ 0.07

( 11,928 ) ( 11,587 ) ( ▲  2.9 ) ( 2.41 ) ( 2.36 ) ( ▲ 0.05 )
( 6,073 ) ( 7,082 ) ( 16.6 ) ( 1.13 ) ( 1.13 ) ( 0.00 )

消費者ローン 6,980 7,063 1.2 消費者ローン 2.67 2.66 ▲ 0.01
( 6,331 ) ( 6,456 ) ( 2.0 ) (住宅ローン) ( 2.33 ) ( 2.32 ) ( ▲ 0.01 )

地公体等向け 5,841 6,868 17.6 地公体等向け 1.50 1.42 ▲ 0.08

19,727 19,307 ▲  2.1 1.52 1.37 ▲ 0.15

 10,502 8,913 0.25 0.25 0.00

958 894 ▲  6.7 1.47 1.40 ▲ 0.07

5,190 5,981 15.2 0.29 0.29 0.00

692 845 22.1

2,385 2,674 12.1

49,749 51,086 2.7

34,331 35,354 3.0

11,752 12,026 2.3
(注)コア貸出金はﾛｰﾝ･ﾊﾟｰﾃｨｼﾍﾟｰｼｮﾝ等を除いた貸出金

参
考 5,491 5,781 5.3

(注)預り資産は、投資信託、公共債、個人年金保険等、外貨預金の合計

預り資産(末残)

個 人 預 金

法 人 預 金

貸 出 金

社 債

株 式

預金＋譲渡性預金

有 価 証 券

国 債

20年度
前年度比

19年度 20年度
前年度比

19年度

総 資 金 利 鞘

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

有 価 証 券 利 回

資金スプレッド

そ の 他

コア貸出金利回

貸 出 金 利 回

(うち除くｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ貸)

(住宅ローン)

地 方 債

コ ア 貸 出 金

預 金 等 利 回

( う ち ｽ ﾌ ﾟ ﾚ ｯ ﾄ ﾞ 貸 )

▲ 15.1

■  主要勘定（平残）   ■  利回・利鞘 



１．平成20年度決算 

与信費用および金融再生法開示債権の状況 
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金融再生法開示債権の推移

490 460 466 374
270

773
638 637 719

679

686

610
387

262
342

3.73

4.20

4.66

5.43

5.95

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3予想

億円

0

1

2

3

4

5

6

7

％

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権

要管理債権
金融再生法開示債権比率

1,292

1,489

1,707

1,949

1,355

与信費用と与信費用比率

108 108 100

173

125
84

0.34 0.35

0.41

0.53

0.27
0.29

0

100

200

300

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

億円

0.0

0.2

0.4

0.6

％

与信費用

与信費用比率

21年度計画 22/3計画 

■ 与信費用の推移

▲ 65 ▲ 22 23 ▲ 18 27 0

173 130 102 102 146 100

(うち債権
 売却損) (11) (29) (41) (49) (46) (N/A）

108 108 125 84 173 100

(単位：億円)

18年度 19年度
21年度
計画

17年度 20年度

不良債権
処理損失

合 計

16年度

一般貸倒引当金
繰入額



 

  

有価証券の状況（１） 

◆変動利付国債の理論価格評価の影響は202億円 

◆有価証券の減損処理額は70億円 

◆サブプライム関連商品の保有はない 

１．平成20年度決算 
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■証券化商品の状況 

■有価証券の状況 
(単位：億円）

評価損益

17,029 ▲ 140

16,145 ▲ 297

7,654 90

878 9

5,455 45

2,158 ▲ 441

円 貨 外 債 512 ▲ 39

外 貨 外 債 753 ▲ 22

投 信 等 893 ▲ 380

884 157

21/3末残

社 債

そ の 他

株 式

有 価 証 券

債 券

国 債

地 方 債

(単位:億円)

評価損益

46 ▲ 0

18 ▲ 0

14 ▲ 0

10 ▲ 0

88 ▲ 1

21/3末残裏付資産

合 計

商業用不動産(ＣＭＢＳ)

貸付債権(ＣＬＯ）

事 業 債 (ＣＢＯ）

生 命 保 険 基 金

有価証券評価損益の推移

0

1,000

2,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3

その他証券

株式

社債･短期社債

地方債

国債



有価証券の償還構成の状況（21年3月末）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

1年以内 1-3年 3-5年 5-7年 7-10年 10年超

その他
社債
地方債
国債

有価証券残高の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 22/3予想

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
その他

株式

社債

地方債

国債

変動債比率

有価証券の状況（２） 
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円貨債券の利回りと修正デュレーション

2.95 2.90 2.94
2.76

2.28  

1.10 1.13 1.16 1.14 1.10  

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

19/3 19/9 20/3 20/9 21/3 22/3

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

修正デュレーション

利回
○収益性・健全性の向上 

 ◆収益性の向上 

  ・事業債、外国証券等へのシフト継続 

  ・ラダー型ポートフォリオの構築による長期安定的な収益基盤の確保 

  ・成長性・収益性を重視した株式銘柄の入替 

 ◆健全性の向上、投資環境変化等への対応力強化 

  ・投資環境に対応した機動的な入替取引の実施 

  ・投資対象、手法の多様化・高度化に応じたエキスパートの育成 

国債から社債等へ
の投資シフト継続 

国債･地方債･社債
を中心としたラダー
型ポートを目指す 

22/3計画 

22/3計画 

億円 

億円 

％ 

％ 

※ 評価損益除、減損後 

※ 評価損益除、減損後 

※ 投信を除く円貨債券 



自己資本比率・Ｔｉｅｒ１比率の推移

12.84
13.10

12.91

11.59

11.04

12.35
12.54

10.41

12.33

10.97

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3末

％

自己資本比率

Tier１比率

1 2 3 4 5 6

 

自己資本の状況 

１．平成20年度決算 
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(単位：億円） 

信用リスク 

354 

信用リスク 

437 

リスク資本 
配賦原資 

リスク資本 
配賦額 

リスク量 

市場リスク 

1,531 

市場リスク 

1,396 

配賦資本 

2,017 

非配賦資本 

944 
配賦額合計

2,017 
（20/下） 

Tier1 
2,961 

（20/3末） 

リスク量合計

1,965 
（21/3末） 

◆ 税効果相当額のＴｉｅｒ１に対する割合 

    → １５．６％（２０年３月末比＋０．７） 

◆ 税効果除く自己資本比率 

    → １０．９１％ （２０年３月末比▲０．３３） 

リスク資本管理の状況(平成21年3月末） 

22/3計画 

 
  

オペリスク 

132 

未使用分 

52 

○参考～自己資本比率規制一部弾力化措置がない場合の 

    自己資本比率     

    →１２．４４％（▲０．４０） 

○参考～アウトライヤー比率(平成21年3月末）

注．金利変動の９９パーセンタイル値に基づき算出

金利リスク量 Tier１＋Tier２ アウトライヤー比率

５６８億円 ３，１６４億円 １８．０%



２．前中期経営計画の実績 

中期経営計画「チャレンジ400」（平成17年4月～平成21年3月）の実績 

■ 基本目標は2項目を達成 

■ 行内の預り資産推進に対する意識付け・体制整備が進展  

・宮城県内に合計６店舗（うち個人特化店５店舗）を新設 

・当行にとって青森県内初の拠点となる青森法人営業所を設置 

・中計期間中に４ヵ所のローンセンターを設置、ローンセンターは県内合計８ヵ所体制に 

・お客さまの利便性をさらに向上するために積極的なＡＴＭ提携を展開 

（１）山形銀行、東邦銀行とのＡＴＭ提携「ＭＹキャッシュポイント」の実施 

（２）セブン銀行、ローソン･エイティエム･ネットワークス、イーネットとの提携によるコンビニＡＴＭ拡大 

（３）宮城県内６金融機関とのＡＴＭ提携「みやぎネット」の実施  

・マネーアドバイザー（ＭＡ）は累計３０人 

・全店に窓口販売担当者、担当職位者を配置 

■ 強固なネットワークを大幅に拡充 
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項　　　　目 基本目標 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 基本目標比

コア業務純益 380億円以上 266億円 295億円 291億円 288億円 ▲92億円

コア貸出金平残 3兆円以上 3兆52億円 3兆366億円 3兆822億円 3兆2,600億円 ＋2,600億円

預り資産残高 7,000億円以上 3,668億円 5,104億円 5,491億円 5,781億円 ▲1,219億円

ＯＨＲ 60％以下 68.5% 67.0% 68.0% 73.3% +13.3%

自己資本比率(国内基準) 12％以上 11.6% 12.9% 13.1% 12.8% +0.8%

達成状況チャレンジ400



経営環境・経営課題 

当行を取り巻く外部環境 内部環境における課題 

・国内景気が急降下、経済のマイナス成長 

・少子高齢化・人口減少時代の到来 

・仙台圏一極集中による競争の激化 

・大手製造業の宮城県進出に伴う産業構造の変化 

・顧客ニーズの多様化・高度化、決済業務の 
 他業態流出 

・ＣＳＲに対する要請の高まり 
 （地域・顧客、株主、従業員）   

・「来店や相談を待つ」営業スタイル 

・営業面への経営資源の配分不足 

・高コスト傾向の体質 

・攻める・挑戦する文化が未成熟 

・誰のニーズに応え、何で利益を得るか（ビジネスモデルの明確化） 

・どのようにして地域・顧客、株主から選ばれるか（差別化の徹底） 

・行員が生み出す価値を如何にして最大化するか（生産性の向上） 

・誰のニーズに応え、何で利益を得るか（ビジネスモデルの明確化） 

・どのようにして地域・顧客、株主から選ばれるか（差別化の徹底） 

・行員が生み出す価値を如何にして最大化するか（生産性の向上） 

■ 経営課題 
  

■ 改革の方向性 
 ・営業人員の増強・営業スキルの向上による「自ら提案し、お客さまのニーズや問題解決に積極的に 

  取り組む『収益機会創造型』営業モデル」への転換を図ります。 
 ・無駄や非効率な「仕事」、「経費」を徹底的に削減し、限られた経営資源（人・物・金・時間）を 
  有効活用のうえ生産性の向上を図ります。 

着
眼
点 

 ・戦後最悪とも言われる経済危機のなかで、腰を据えてビジネスモデルの改革に取り組みます 。 
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３．中期経営計画の概要 



中期経営計画「ＳＳＳ向上プラン～新たな時代の創造のために～」の概要 

「「地域地域とと共共にに新新たなたな時代時代をを創造創造するする『『ＢｅｓｔＢｅｓｔ  ｃｒｅａｔｉｖｅｃｒｅａｔｉｖｅ  ｂａｎｋｂａｎｋ』」』」  

■ 当行が目指す銀行像 

■ 名  称 

ＳＳＳとは、基本方針に掲げる「Sales」、「Speed up」、「Service」の頭文字で、また、 

お客さまへの「77（Seventy seven）bank」「Sincerely」「Supports」という行動指針でもあります。 

ＳＳＳとは、基本方針に掲げる「Sales」、「Speed up」、「Service」の頭文字で、また、 

お客さまへの「77（Seventy seven）bank」「Sincerely」「Supports」という行動指針でもあります。 

    

   

 中期経営計画  「「  ＳＳＳＳＳＳ向上向上プランプラン  ～～新新たなたな時代時代のの創造創造のためにのために～」～」    
トリプルエス 

ベ  ス  ト バ  ン  ク ク リ エ イ テ ィ ブ 

前中計の目指す銀行像における「地域と共に」という理念を継承しつつ、宮城県を中心とした東北地

方への大手企業の進出による地域産業構造の変革などを見据え、新しい時代へ能動的に対応し、地域

金融機関としての役割を積極的に果たしていきます。 

前中計の目指す銀行像における「地域と共に」という理念を継承しつつ、宮城県を中心とした東北地

方への大手企業の進出による地域産業構造の変革などを見据え、新しい時代へ能動的に対応し、地域

金融機関としての役割を積極的に果たしていきます。 

営業力営業力  生産性生産性  貢貢  献献  

七十七銀行七十七銀行はは  誠実誠実にに  サポートサポートしますします  

トリプルエス 

9 

トリプルエス 

３．中期経営計画の概要 
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１．営業力の強化 

 （顧客ニーズ・経営環境の変化に応じたビジネスモデルへの改革） 

２．生産性の向上 

 （経営資源〔人・物・金・時間〕１単位が生み出す成果・効果の増加） 

３．ステークホルダーに対する貢献 

 （ＷＩＮ－ＷＩＮの関係構築による企業価値の向上） 

■ 期  間 

  ３年間【平成２１年４月１日～平成２４年３月３１日】 

  平成22年を中心とした宮城県への大手企業の進出による産業構造の歴史的な変革への対応、ならびに 

ビジネスモデルの改革を図るための3年間と位置付けます。 

■ 基本方針 

３．中期経営計画の概要 



３．中期経営計画の概要 

基本目標 

コアＯＨＲ

66.2 67.0 66.7

70.2
68.3

64.6

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

19/3 20/3 21/3 22/3 22/3 24/3
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預・貸・預り資産合計 投信・個人年金保険期間中販売額 

中小企業向け貸出残高 コアＯＨＲ 
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18年度 19年度 20年度 22/3計画 22/3予想 24/3予想
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個人年金保険販売額
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期間中の販売額
２千億円以上 
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12,500
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億円

預り資産計
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円貨実質預金

平成２３年度末
１０兆円以上 

24/3予想 

 24/3予想 22/3計画 23/3予想 24/3計画 24/3計画 24/3計画 24/3予想 

23年度予想 22年度予想 



３．中期経営計画の概要 

■ 推進体制の強化 

 

○渉外人員増員によるソリューション営業強化 
 ◆エリア総合店や都市中核店舗等を中心に渉外担当者を 

  150人増員 

  ・内部担当者の削減、パート等への代替（100人） 

  ・本部行員の営業店への配属（20名） 

  ・新卒採用増加（30名） 

○マーケットや取引先のニーズに応じた最適な 
 営業店体制・営業スタイルの確立 

 ◆店別役割に応じた営業体制の見直し 

  ・店質に応じた法人営業集約店、個人取引特化店設置 

 ◆エリア営業実施地域の拡大検討 

  ・10地域程度を対象として移行を検討 

 ◆店頭受付フローの見直し 

  ・ロビーアテンダントの配置拡大 

 ◆相談プラザ・ローンセンターの機能見直し 

  ・相談プラザ・ローンセンターの拡充 

  ・一体化による相乗効果の発揮 

  ・営業時間の拡大 

  ・マネーアドバイザーのローンセンターへの配置検討 

重点施策Ⅰ（営業力の強化） 

12 

渉外人員150人増加計画 

営業店人員（点線内）に
占める渉外担当者割合は
約11％から約16％へ上昇 

営業店 

本 部

780人

内部・融資

1,910人

パート等

440人

平成21年3月末
渉　外

300人

渉　外

内部・融資

平成24年3月末

本 部

期間中増減

＋150

合　　計 合　　計
＋1103,430人

▲100

＋80

3,540人

採用増加

（30人）

450人

1,810人

520人

▲20760人

パート等



貸出金平残実績・計画

0

5,000

10,000

15,000
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25,000

30,000

35,000

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

億円

地公体向け

消費性

事業性

３．中期経営計画の概要 

■ 顧客基盤の充実 

重点施策Ⅰ（営業力の強化） 

 

○リレーション強化、目利き能力向上等による 
 中小企業・進出企業との取引推進強化 

 ◆情報の収集・共有化、積極的活用による他行奪還 

  ・事例研究研修等導入による成功体験共有化 

 ◆目利き能力を持った専門人員育成・配置 

  ・進出企業業界調査レポートの発行 

  ・外部専門家による行員向け研修の実施 

 ◆産・学・官の連携強化とマッチング支援機能の強化 

  ・各種ビジネスマッチングの継続開催 

  ・他機関とのアライアンスも活用したアグリビジネ 

   スの育成・参入支援強化 

 ○セールス強化、利便性向上による個人取引の 
 囲い込み 

 ◆富裕層の囲い込み強化 

  ・富裕層向け会員サービスの実施 

  ・階層別顧客管理基準の制定 

 ◆マスリテール層に対する取組強化 

  ・ダイレクトチャネルの機能拡大・強化 

  ・ＡＴＭコーナーの機能強化、稼働時間の見直し 

 ◆消費者ローンへの取組強化 

  ・住宅ローン戦略商品の開発・導入 

  ・データベースマーケティング、非対面チャネルの活用 13 

21年度計画 22年度予想 23年度予想 

11,500 12,000中小企業向け貸出金（末残） 11,315 11,129 11,250

16088 159 150 150

960 1,000

うち新規 720 781 770 810 840

うち肩代わり

住宅ローン実行額 808 940 920

（単位：億円）

7,770

23年度
（予想）

36,250

20,760

7,600

7,890

20,400

7,380

うち事業性貸出金 18,001 18,669

うち消費者ローン 6,980 7,063

うち地公体等向け 5,841 6,868

30,822 32,600 34,740

7,530

20,010

7,200

35,550貸出金平残

19年度 20年度
21年度
（計画）

22年度
（予想）



預り資産残高（末残）の実績・計画
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３．中期経営計画の概要 

重点施策Ⅰ（営業力の強化） 

■ 収益構造の多様化 

 

○投信・保険販売強化に向けた新たな体制の構築 

 ◆顧客管理の一元化による投資信託、公共債販売等の 
  口座開設店以外での取扱開始 

 ◆金融商品仲介業務の取扱店舗拡大 

 ◆階層別顧客管理基準の制定と担当者制導入 

 ◆積立投信やｲﾝﾀｰﾈｯﾄ投信を活用した販売顧客層開拓 

○保障性保険商品販売や事業承継対策等、 
 フィービジネスの強化 

 ◆ローンセンターを活用した保障性保険販売体制構築 

 ◆アライアンスによる法人向け金融商品の拡充 

 ◆事業承継・相続対策への取組強化 

 ◆ビジネスマッチングの対象拡大 

 ◆地公体取引にかかる収益性の向上 

○グループ総合力の底上げ 

 ◆グループ一体となった営業体制の構築 

 ◆新規業務への取組みや既存業務の拡大検討 

 ◆グループ委託業務の採算性、効率性の見直し 

14 22/3計画 23/3予想 24/3予想 



重点施策Ⅱ（生産性の向上） 

■ コストの見直し 

 

○ＩＴ投資の最適化・投資効果の最大化 

 ◆次世代勘定系システムの基本構想策定 
  ・システム共同化を含めた検討の実施 

 ◆ＩＴポートフォリオ管理による投資の最適化 

  ・システム案件の検証・経費削減検討強化  

15 

３．中期経営計画の概要 

○抜本的な経費見直しと抑制 

 ◆ＡＴＭ関連経費の見直し 
  ・低稼働ＡＴＭの見直し、他行との共同設置検討 

 ◆「経費削減プロジェクトチーム」の設置 

  ・横断的組織によるゼロベースでの経費見直し実施 

人件費＋物件費＝550億円程度に抑制 

「営業店 

業務プロセス改革 

プロジェクトチーム」 

設置による改革推進 

 

・営業店業務プロセスの見直し 

・事務の簡素化・ＣＳＡによるコントロール強化 
営業力強化と併せ 

営業店を 

「真のﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ」 

へ改革 

■ 業務プロセスの見直し 

・営業店事務のシステム化・機械化 

・営業店事務の効率化 

・営業店事務の本部集中化 
・営業店事務の削減 



重点施策Ⅱ（生産性の向上） 

■ 人材の活性化 

■ 内部管理態勢の高度化 

 

○専門性の高い渉外担当者の育成  

○コンプライアンス態勢の強化 

 ◆法令等遵守にかかる計画、規定の整備 

 ◆コンプライアンス関連教育、啓蒙活動の充実・強化 

 ◆法令等を遵守した営業姿勢等の徹底 

 ◆顧客説明管理、顧客サポート等管理態勢の適切性確保 

 ○リスク管理・収益管理の高度化 

 ◆基礎的内部格付手法に向けた態勢整備 

 ◆大口与信限度額設定によるリスクコントロール 

 ◆業務継続態勢の推進・見直し 

 ◆財政健全化法をふまえた地公体取引管理強化 

16 

３．中期経営計画の概要 

 ○能力・成果を適正に評価する新人事制度の導入（21年4月） 

◆賃金制度の見直し 
 ・年功的要素の強い項目を廃止 

 ・評定間差を拡大 

◆降格・降職制度の導入 

◆人事評価の仕組の見直し 

 ・行動プロセスをより適切に評価 

 ・フィードバック面接の導入 

評価の公平性・ 
納得性の向上 

組織の活性化と
モラール・アップ 

人材育成と 
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ醸成 

導
入
の
ね
ら
い 

ＯＪＴ推進と
自己啓発支援
策の強化 

女子行員の渉
外業務への積
極的活用 

営業力強化に
向けた研修の
充実 

内部管理強化
に向けた研修
の充実 



重点施策Ⅲ（ステークホルダーに対する貢献） 

・地域密着型金融の推進 

・進出企業等サポート 

・地元企業の育成・支援 

・地域社会への貢献 

地域経済発展への貢献 

・コンサルティング能力の向上 

・情報系システム活用による顧客ニーズ・情報の把握 

・ホスピタリティ啓蒙推進 

顧客満足度の向上 

・安定配当の継続に向けた収益向上方策の実施 

・株式報酬型ストックオプションの導入 

株主価値の向上 

・ワークライフバランスへの取組み 

・持株会制度の見直し検討 

・健康管理の充実 

・独身寮・通勤範囲等の見直し 

就業環境の向上 

17 

３．中期経営計画の概要 
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３．中期経営計画の概要 

地域経済発展への貢献（宮城県における動向） 

宮城県の産業構造（県内総生産､名目ベース､Ｈ19年） 

東北地方への主な進出企業動向 

 世界的な景気後退の影
響で一部に延期が見ら
れるものの自動車関連
中心に集積は継続 

○県内総生産は過去10年、ほぼ8兆5千億円前後 

○主要経済指標の都道府県順位は概ね15位前後だが、 

 一人当たり県民所得は30位前後にとどまる 

○要因として製造業の弱さあり（製造品等出荷額 
 全国27位） 

県内総生産10兆円を目指した「富県戦略」 
～「支店経済」から製造業中心の産業構造への転換～ 

・製造業の集積により、自動車・高度電子・食品製造 
 の出荷額2割増加を目指す 

・県では、豊かな人材、物流インフラの優位性等のア 
 ピールに加え、目標達成に向けた様々な立地奨励施 
 策を実施 

○県の「富県戦略」が奏効し、セントラル自動車㈱を中心に 
 自動車関連企業の企業立地が宮城県に集中 

○セントラル自動車㈱進出の経済効果は約3千億円、関連企業 
 の集積進み、地域の産業構造は大きな転換へ 

 従来は製造業
に弱み 

宮城県 全国

1.9% 1.4%
20.7% 27.2%

（15.3％) (20.6%)
80.4% 73.8%

8.4兆円 516兆円

３次産業

計

１次産業

２次産業

（製造業）

 Ｈ28年には10兆円以上に 

（10年で約2割の増加） 

○裾野の広い自動車産業において部品の地元調達進展すれば、  
 経済効果はさらに拡大 

㈱デンソー東日本
（平成22年、160億円、カーエアコン）

エム・セテック㈱
（平成22年、500億円、

太陽光発電用ポリシリコン）

トヨタ自動車東北㈱
（平成22年、 500億円、自動車エンジン）

サンドビック㈱
（平成21年、200億円、切削工具）

東京エレクトロンＡＴ㈱
(平成22年、300億円、半導体製造装置）

東北リコー㈱
（平成22年、 200億円、トナー）

セントラル自動車㈱
(平成22年、500億円、自動車車体)

秋田県

山形県

福島県

青森県

岩手県

宮城県

岩手東芝エレクトロニクス㈱
(平成22年､8,000億円､半導体)

パナソニックＥＶエナジー㈱
(平成21年、200億円、車載用電池）

東和薬品㈱
（平成24年、約100億円、医薬品）

アイシン高丘㈱
（平成21年、120億円、エンジン部品）

トヨタ紡織㈱
（平成22年、約50億円、自動車シート）

今後稼働が予定されている主なもの。
（ ）内は当初稼働予定年度、投資金
額および生産品目。朱表示は当初
計画どおり進行中のプロジェクト
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額および生産品目。朱表示は当初
計画どおり進行中のプロジェクト
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（平成22年、約50億円、自動車シート）

トヨタ自動車東北㈱
（平成22年、 500億円、自動車エンジン）

サンドビック㈱
（平成21年、200億円、切削工具）

東京エレクトロンＡＴ㈱
(平成22年、300億円、半導体製造装置）

東北リコー㈱
（平成22年、 200億円、トナー）

セントラル自動車㈱
(平成22年、500億円、自動車車体)

秋田県

山形県

福島県

青森県

岩手県

宮城県

岩手東芝エレクトロニクス㈱
(平成22年､8,000億円､半導体)

パナソニックＥＶエナジー㈱
(平成21年、200億円、車載用電池）

東和薬品㈱
（平成24年、約100億円、医薬品）

アイシン高丘㈱
（平成21年、120億円、エンジン部品）

トヨタ紡織㈱
（平成22年、約50億円、自動車シート）

今後稼働が予定されている主なもの。
（ ）内は当初稼働予定年度、投資金
額および生産品目。朱表示は当初
計画どおり進行中のプロジェクト



19 

■今までの取組み【（ ）は実施時期 】 

 ○本部・関係営業店（東京、名古屋、進出地域営業店） 
   一体で支援チームを結成。情報共有化を進めるととも 
   に進出企業担当者とのリレーションを構築（Ｈ19.10） 

○宮城県、三井住友銀行との産業振興協力協定等を通じ 

 た行政との連携強化（Ｈ20.7） 

○ワンストップサポートに向け「地域振興部」を新設 
 （Ｈ21.3） 

○仙台圏住宅地情報等の提供、専用ローン商品開発等、 

 進出企業従業員への対応（Ｈ20.11） 

■取引実績（平成21年4月末時点） 

 ○進出企業向け貸出実績･･･････････････7件/約300億円 

 ○進出企業従業員向けローン申込実績･･14件/約 4億円 

 ○地元関連企業向け貸出実績･･･････････9件/約 15億円 

進出企業関連サポートの切り口 

 進出企業向け 

○不動産情報 
○地域情報 
○地元企業情報 
○各種助成金・ 
 制度融資紹介 
○資金調達提案 
○決済業務提案 

  従業員向け 

○不動産情報 
○地域情報 
○ローン案内 
○給振口座作成 
○資産運用相談 
 

 地元企業向け 

○進出企業、 
 業界情報提供 
○各種ｾﾐﾅｰ実施 
○東北大・ＫＣ 
 みやぎ等紹介 
○ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ 
○資金調達提案 

３．中期経営計画の概要 

地域経済発展への貢献（進出企業等への対応） 

■今後の取組み 

○進出企業従業員に対する取組み 
・移転対象者向け住宅ローン相談会開催提案 
・住宅ローン商品の紹介、地域住宅情報の提供 

○行内体制 
・進出地域営業店との定例ミーティング実施 
・東京、名古屋支店とは随時連絡会を開催 

○進出企業に対する取組み 
・法人総合取引推進 
・工場運営に関する地元企業の紹介 

○地元企業に対する取組み 
・進出企業・産学官ネットワークを利用した支援 
・地元自動車関連企業のリストアップとコンタクト 
・地元企業の技術把握と商談会等への参加 

成果が徐々に具体化 



（参考）計数計画（計数計画は、年度毎に策定・見直しを行う） 
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３．中期経営計画の概要 

Ⅰ．主要勘定平残
（単位：億円、％）

20年度実績 21年度計画 22年度予想 23年度予想
増加額 増加率

貸出金 32,600 34,740 35,550 36,250 3,650 11.2 

うち事業性貸出金 18,669 20,010 20,400 20,760 2,091 11.2 

うち消費者ローン 7,063 7,200 7,380 7,600 537 7.6 

実質預金＋譲渡性預金 51,023 51,575 52,330 53,135 2,112 4.1 

うち個人預金 35,354 36,160 37,020 37,820 2,466 7.0 

Ⅱ．末残等
（単位：億円、％）

20年度実績 21年度計画 22年度予想 23年度予想
増加額 増加率

貸出金 33,958 35,670 36,230 37,100 3,142 9.3 

うち中小企業向け貸出金 11,129 11,250 11,500 12,000 871 7.8 

実質預金＋譲渡性預金 51,234 51,970 52,775 53,570 2,336 4.6 

預り資産残高 5,781 6,500 7,400 8,500 2,719 47.0 

うち投信・個人年金保険 1,195 1,610 2,150 2,700 1,505 125.9 

預・貸・預り資産合計 90,846 94,030 96,290 99,050 8,204 9.0 

注．　　　　は、中計最終年度目標。

20年度実績比

20年度実績比

1兆2千億円以上

10兆円以上

販売額
2千億円以上
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３．中期経営計画の概要 

Ⅲ．損益等

（単位：億円、％）

20年度実績 21年度計画 22年度予想 23年度予想 20年度実績比

増加額

コア業務粗利益 860 830 853 903 43 

うち資金利益 762 732 745 789 27 

うち役務取引等利益 93 94 101 107 14 

経費 572 585 583 583 11 

コア業務純益 288 245 270 320 32 

コアＯＨＲ 66.5 70.5 68.3 64.6 ▲  1.9 

自己資本比率（国内基準） 12.8 12.1 12.0 12.1 ▲  0.7 

注．　　　　は、中計最終年度目標。

〔主要金利水準等の予想〕 （単位：％、円）

20年度実績 21年度 22年度 23年度
0.36 0.10 0.10 0.25
0.82 0.70 0.70 0.75
0.98 0.80 1.05 1.25
1.46 1.30 1.55 1.75
101 92 103 110 

8,109 9,000 11,000 13,000 日経平均株価（期末）

日本円ＴＩＢＯＲ（3ヶ月）
無 担 保 コ ー ル Ｏ ／ Ｎ

新 発 5 年 国 債 利 回 り
新 発 10 年 国 債 利 回 り
為替相場（円／ドル）

65％以下
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４．平成21年度業績予想 

前年度比
増減額

前年度比
増減額

780 ▲  92 810 30
[ ] [ 860 ][ ▲  25][ 830][ ▲  30 ]

資 金 利 益 762 ▲  18 732 ▲  30
役 務 取 引 等 利 益 93 ▲   8 94 1
国 債 等 債 券 損 益 ▲  80 ▲  68 ▲  20 60
外国為替売買損益 2 3 5 3

572 ▲  21 585 13

208 ▲  71 225 17

[ ] [ 288 ] [ ▲   3] [ 245][ ▲  43 ]

27 45 0 ▲  27

181 ▲ 116 225 44

▲  54 44 ▲ 124 ▲  70
株 式 等 関 係 損 益 105 101 6 ▲  99
不良債権処理損失 146 44 100 ▲  46

126 ▲  72 100 ▲  26

77 ▲  45 60 ▲  17

173 89 100 ▲  73

(単位：億円)

臨 時 損 益

一般貸倒引当金繰入額

コ ア 業 務 純 益

21年度
（計画）

20年度
（実績）

与 信 費 用

業 務 粗 利 益

当 期 純 利 益

一般貸倒引当金繰入前業務純益

経 常 利 益

コ ア 業 務 粗 利 益

経 費

業 務 純 益
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４．平成21年度業績予想 

貸 出 金 32,600 5.8 34,740 6.6

有 価 証 券 19,307 ▲  2.1 17,628 ▲  8.7

預金＋譲渡性預金 51,086 2.7 51,645 1.1

貸 出 金 利 回 1.96 ▲ 0.08 1.78 ▲ 0.18

有 価 証 券 利 回 1.37 ▲ 0.15 1.18 ▲ 0.19

預 金 等 利 回 0.25 0.00 0.16 ▲ 0.09

資 金 ス プ レ ッ ド 1.40 ▲ 0.07 1.34 ▲ 0.06

総 資 金 利 鞘 0.29 0.00 0.21 ▲ 0.08

中小企業向け貸出金（末残） 11,129 ▲  1.6 11,250 1.1

預り資産残高(末残) 5,781 5.3 6,500 12.4

（注）前年度比は、主要勘定、中小企業向け貸出金、預り資産が増減率、利回・利鞘がポイント差

参
考

(単位：億円、％)

20年度
（実績）

21年度
（計画）

主
要
勘
定

(

平
残

)

利
回
・
利
鞘

前年度比 前年度比



本資料の将来の業績に関わる記述については、その内容を保証
するものではなく、経営環境の変化等による不確実性を有して
おりますのでご留意下さい。 
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